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〔
告

示
〕

〇
国
会
議
事
堂
、
内
閣
総
理
大
臣
官
邸
そ
の

他
の
国
の
重
要
な
施
設
等
、
外
国
公
館
等

及
び
原
子
力
事
業
所
の
周
辺
地
域
の
上
空

に
お
け
る
小
型
無
人
機
等
の
飛
行
の
禁
止

に
関
す
る
法
律
第
四
条
第
一
項
及
び
第
二

項
の
規
定
に
基
づ
き
対
象
政
党
事
務
所
等

を
指
定
す
る
件
（
総
務
一
八
六
）

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
法
務
一
八
九
）

〇
公
認
心
理
師
法
の
規
定
に
基
づ
き
、
指
定

試
験
機
関
を
指
定
し
た
件

（
文
部
科
学
・
厚
生
労
働
二
）

〇
計
量
法
第
百
条
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法

第
六
十
六
条
の
規
定
に
よ
っ
て
指
定
製
造

事
業
者
の
指
定
の
効
力
を
失
っ
た
件

（
経
済
産
業
一
二
七
）

〇
飛
行
制
限
区
域
を
定
め
る
告
示

（
国
土
交
通
六
六
四
）

〇
船
舶
安
全
法
の
規
定
に
基
づ
き
認
定
事
業

場
と
し
て
認
定
し
た
件
（
同
六
六
五
）

〇
船
舶
安
全
法
に
基
づ
く
型
式
承
認
等
を
し

た
件
（
同
六
六
六
〜
六
七
一
）

〇
国
土
交
通
省
所
管
の
補
助
金
等
の
交
付
に

関
す
る
事
務
の
一
部
を
地
方
整
備
局
長
、

北
海
道
開
発
局
長
及
び
沖
縄
総
合
事
務
局

長
に
委
任
し
た
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
六
七
二
）

〇
知
床
国
立
公
園
知
床
五
湖
利
用
調
整
地
区

に
係
る
立
入
り
の
認
定
及
び
立
入
認
定
証

の
再
交
付
の
手
数
料
の
額
を
定
め
る
件
の

一
部
を
改
正
す
る
件
（
環
境
四
七
）

〇
浄
化
槽
の
型
式
を
認
定
し
た
件

（
関
東
地
方
整
備
局
一
九
一
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
北
陸
地
方
整
備
局
四
九
、
五
〇
）

〇
浄
化
槽
の
型
式
を
認
定
し
た
件

（
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部
地
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備
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七
二
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〇
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す
る
件

（
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二
、
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三
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〕

〔
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〕
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務
省

〔
叙
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・
叙
勲
〕

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

船
舶
局
無
線
従
事
者
証
明
の
申
請
者
に
対
す

る
訓
練
の
実
施
（
総
務
省
）

米
穀
の
需
給
及
び
価
格
の
安
定
に
関
す
る
基

本
指
針
の
一
部
変
更
に
つ
い
て

（
農
林
水
産
省
）

国
家
試
験

平
成
二
十
八
年
度
秋
期
情
報
処
理
技
術
者
試

験
（
経
済
産
業
省
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁財

団
、
土
地
家
屋
調
査
士
懲
戒
処
分
、
割

賦
販
売
法
に
基
づ
く
同
法
第
三
十
五
条
の

三
の
六
十
一
の
許
可
を
受
け
た
者
の
営
業

廃
止
、
割
賦
販
売
法
及
び
割
賦
販
売
法
施

行
令
に
基
づ
く
債
権
の
申
出
関
係

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
特
別
清
算
、
再
生
関
係

会
社
そ
の
他
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